別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名:地域の魅力向上応援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
総合企画部　地域振興課　まちづくり支援担当　電話番号：058-272-1111（内2435）

　　　　　　　E-mail：c11161@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,600千円（前年度予算額：3,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


現場主義の下、地域におけるまちづくりを積極的に支援するため、市町村からの要請に応じて地域中心部を支援対象とする「まちづくり支援チーム」、過疎地域を支援対象とする「ふるさと応援チーム」を派遣し、地域の特性やニーズの違いに応じたオーダーメイド型のまちづくり支援を行う。

また、まちづくりを担う団体等の人材育成及び資質向上を目的とした講演会や研修会を開催する。
（１）まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣事業
地域住民と企業やＮＰＯ等関係団体が市町村と連携して行う意欲あるまちづくりを支援するために、部局横断的な職員で構成する「まちづくり支援チーム」または「ふるさと応援チーム」

を派遣し、当該地区のまちづくりの方向性、課題の解決について地域と共に検討・助言する。
　　　　○派遣の対象地域
　　　　　　・「まちづくり支援チーム」は、宿場町、門前町、産業集積地などの地域の中心部

・「ふるさと応援チーム」は、過疎、山村地域などの農村部（いわゆる条件不利地）
　　　　○派遣地域の決定　　
市町村からの派遣依頼を受けて、地域住民等が単独ではなく、市町村と連携してまちづく

りを進める体制があること、地域で目指すべきまちの方向性・イメージが共有されているこ

となど派遣の必要性を確認して決定
　　　　　　・平成２２年度派遣中の地区　…　４地区（まちづくり支援３、ふるさと応援１）
         　 ・新規派遣地区（想定）　　　…　２地区
（２）まちづくり相談（説明会）・アドバイザー派遣事業
まちづくり総合窓口（地域振興課）において、県内でまちづくりを行う地域住民、ＮＰＯ、
市町村等からの相談に随時対応するとともに、現地相談・調査を行う。
　　　　　また、必要に応じて、外部有識者（専門家）をまちづくりアドバイザーとして派遣し、地
域が主体となった地域資源の発掘、評価、活用方策の検討、人材育成のための研修を行う。
市町村、まちづくり団体等に対しては、県・国等の主なまちづくり支援施策を部局横断的に
説明するとともに、個別のまちづくりやＰＲ・広報について説明会（２箇所）を実施する。
	２　所要経費


（１）まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣事業（単位：千円）
	　
	要求額
	内容・内訳

	旅費　
	1,366
	職員業務旅費

	需用費
	240
	資料コピー代、その他消耗品費　

	　
	消耗品費
	240
	

	役務費
	94
	電話代、郵便料金（本庁）

	　
	通信運搬費
	94
	

	計
	1,700
	


（２）まちづくり相談（説明会）・アドバイザー派遣事業（単位：千円）

	
	要求額
	内容・内訳

	報償費
	420
	アドバイザー謝金

	旅費
	377
	アドバイザー費用弁償、職員業務旅費

	需用費
	83
	資料コピー代、その他消耗品

	　
	消耗品費
	83　
	

	役務費
	20
	電話代、郵便料金

	　
	通信運搬費
	20
	

	計
	900
	


	これまでの取組と成果

	


	１　長期構想上の位置付け


「長期構想」における政策の目的
    Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
　　　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす
　　  　○訪れたいと思える地域をつくるために、地域資源を徹底的に掘り起こし、見て、体験でき
るような形に磨き上げるためのまちづくりを支援し、同時にふるさとへの誇りづくりにつ
なげます。
	２　これまでの取組状況


（１）まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣事業

平成１９～２１年度末までに、飛騨市宮川町種蔵地区（H19.6～H22.3 派遣30回）、揖斐川町谷汲門前地区（H19.6～継続中 派遣56回）、郡上市白鳥町石徹白地区（H19.10～H21.3 派遣32回）、土岐市駄知地区（H20.5～継続中 派遣31回）、下呂市馬瀬地区（H20.5～H22.3 派遣33回）、御嵩町御嶽宿地区（H20.9～継続中 派遣15回）の６地域（合計197回）に派遣し、地域のにぎわいづくりや景観整備などに対する支援を行った。
　また、平成２２年度に新設したふるさと応援チームについては、平成２２年９月に郡上市明宝地区を派遣地区として決定し、集落の維持や活力創出などに向けた支援を行っている。
（２）まちづくり相談（説明会）・アドバイザー派遣事業

まちづくり総合窓口（地域振興課）において随時、県内で活動している住民、市町村等
のまちづくりに関する相談に乗るとともに、年度初めに市町村やまちづくり団体等を対象
に県や国等の支援施策を部局横断的に説明するまちづくり支援総合説明会（平成２２年度

は２箇所）開催した。

また、必要に応じて外部有識者（専門家）をまちづくりアドバイザーとして派遣し、地
域が主体となった地域資源の発掘、評価、活用方策等について助言を行った。（平成２１
年度は８回、平成２２年度は１０回程度予定）
	３　これまでの取組に対する評価


（１）まちづくり支援チーム・ふるさと応援チーム派遣事業

・派遣地域が補助制度の情報が得られやすくなり、景観整備や環境保全に関する補助・助成制
度を有効に活用された。
　　　・派遣地域の若い人が自分たちの地域のよいところを知ることができ、地域活動の後継者育成、

発掘に役だった。
・派遣地域のまちづくり活動が認められ、平成２１年度地域づくり総務大臣表彰を受賞される
など、過疎地域の誇りの回復と住民の元気づくりに繋がった。
・県職員がチーム員としてまちづくりの現場に入って活動することで、地域住民の生の声を聞き、実際のまちづくり活動を経験することができた。
（２）まちづくり相談（説明会）・アドバイザー派遣事業
・地域住民が地域の現状や課題を認識し、今後の方向性を考えるきっかけとなった。
　　　・地域住民のまちづくり活動に自ら取り組むという意欲が高まった。
（３）まちづくりモデルフィールドワーク開催事業
・岐阜県内大学等と岐阜県が共同で運営している「ネットワーク大学コンソーシアム岐阜」で、主に地域活性化システム論を受講する社会人の方を対象に、まちづくりの先進事例の視察等を実施してきたが、社会人の受講者及び視察の参加希望者が減少してきたことから廃止する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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